「労働力需給制度部会」委員のみなさん！派遣村のことを思い出してください！




国会請願署名に取り組んでいます！
今後の労働者派遣制度の在り方についての答申にむけて、労働政策審議会「労働力需給制度部会」で議論が続いています。前回は、労使で隔たりの大きい、登録型派遣、製造派遣、みなし雇用について集中した議論がされました。登録型の問題では、使用者委員は相変わらずの「ニーズ論」を述べ、この期におよんで「早急な取りまとめに反対」を表明する始末。製造派遣では、季節的労働や注文に即応するために派遣労働者が必要なことなどが述べられ、都合よく派遣労働者を使いたいという企業第一主義の論理が展開されました。


「派遣村を繰り返すな」が社会的認識


派遣村のことを思い出してください。派遣切りにあい、職と住まいを失った労働者が大量に生み出されたことを…。そういう事態を繰り返さないよう、派遣法を抜本改正するための議論をすることが審議会の任務です。例外規定を設けて拡大解釈し、登録型や製造派遣を温存するなどもってのほかです。


審議会は、総選挙に示された自公政権退場の民意を受け止め、「『日雇い派遣』『スポット派遣』の禁止、『登録型派遣』も原則禁止で安定した雇用を。製造業派遣も原則禁止」をはじめ、雇用破壊から労働者をまもる観点を忘れずに、今こそ、抜本改正へ決断をすべきです。











（１）　深刻な雇用破壊、派遣切りとワーキングプアをうみだした労働者派遣法を、早期に抜本改正してください。


（２）　労働者派遣法の改正に際しては、「常用雇用の代替にしてはならない」という原則に立ち戻って、少なくとも以下の内容を盛り込んでください。


①大きな社会問題となった製造業における派遣切りの深刻さをふまえ、製造業への労働者派遣を禁止すること


②労働者の雇用と生活を著しく不安定化させている登録型派遣を原則禁止すること


③違法派遣・偽装請負の場合には、派遣先企業への直接雇用を義務づける「みなし雇用」規定を創設すること。法に違反した派遣先・派遣元企業への罰則を強化すること


④安価な労働力の使い捨てを許さないため、派遣労働者と派遣先企業の労働者との均等待遇を義務づけること


⑤派遣労働者を組織する労働組合との団体交渉の応諾を派遣先企業に義務づけること





全労連/労働法制中央連絡会


文京区湯島2-4-4　全労連会館4階　tel ０３-５８４２-５６１１ 
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